
衆議院予算委員会（分科会）ニュース

平成 20.2.27 第 169 回国会第 1号

2月 27日、第１回の分科会が開かれました。

平成 20年度一般会計予算

平成 20年度特別会計予算

平成 20年度政府関係機関予算

【第１分科会】

・

（皇室費、国会、裁判所、会計検査院、内閣、内閣府及び防衛省所管並びに他の分科会の所管以外の事項）

・石破防衛大臣、泉国務大臣（国家公安委員会委員長）、岸田国務大臣（沖縄及び北方対策担当大臣）、上川国務大臣

（男女共同参画担当大臣）、政府参考人、駒崎衆議院事務総長及び小幡参議院事務総長に対し質疑を行いました。
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（質疑者及び主な質疑内容）

防衛省所管

高 鳥 修 一君（自民）

・海上自衛隊イージス艦「あたご」と漁船「清徳丸」の衝

突事案（以下「衝突事案」という。）に関して、当日、防

衛大臣が海上保安庁の許可を経ずに、「あたご」の航海長

から直接事情聴取をしていたとする報道について、その

事実関係を説明されたい。

・平成 20 年度における自衛隊情報保全隊の新編に伴い、情

報保全隊の権限強化について、どのような改善がなされ

るのか。

・平成 20 年度予算において、自衛隊員に対する処遇の改善

は図られるのか。

林 潤君（自民）

衝突事案をはじめ防衛省をめぐる一連の不祥事を受けて、

国民の自衛隊に対する安心感がどれほど損なわれたと石

破防衛大臣は考えるか。

・昨年成功裏に行われたＳＭ－３ミサイル発射実験等、弾

道ミサイル防衛システム整備の進捗状況に対する石破防

衛大臣の見解を伺いたい。

・神奈川県教育委員会が県立高等学校における日本史必修

化に向けての取組の開始を発表したことに対して、文部

科学省の見解を伺いたい。

内閣府所管

藤 井 勇 治君（自民）

・洞爺湖サミットにおける警備に関して交通規制等により

国民への影響があるため、なるべく早期に協力を要請す

る必要があるのではないか。

・警察庁による「銃砲行政の総点検」の進行状況及び銃器

規制厳格化に向けて講じた措置について伺いたい。

・警察捜査における取調べの適正化の一つとして、警察庁

は捜査の監督機関を設置するとのことだが、警察内部の

機関が適正な監督をなしうるのか。

桝 屋 敬 悟君（公明）

・自動車運転代行業に関するさまざまな問題点を踏まえ、

国土交通省及び警察庁の取組及び今後の方針を報告され

たい。

・両省庁がまとめた「運転代行サービスの利用環境改善プ

ログラム」中に記載されている、代行運転自動車に係る

車両保険・共済はいつから加入が義務付けられるのか、

また、現在商品化はされているのか。

・両省庁は健全化に向けた業界団体の自主的な取組につい

てどのように期待しているのか、また、社団法人全国運

転代行協会の活動についてどのように支援、指導を行っ

ていくのか。

安次富 修君（自民）

・各学校で沖縄戦の実態について伝えていくことが平和教

育となると考えるが、岸田沖縄及び北方対策担当大臣及

び文部科学省はどう考えるか。

・ブラジル国営石油会社ペトロブラスが沖縄県にある南西

石油を買収したことにより、沖縄県への経済波及効果・

影響についてどのように考えるか。

・国道 329 号は事故が多く、また、慢性的な交通渋滞が起

きている。国道 329 号のバイパス延長及び周辺道路の整
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備の見通しはどうなっているか。

笠 井 亮君（共産）

・2008 年は第２次男女共同参画基本計画の折り返しの年で

もある。男女共同参画社会実現に向けた上川男女共同参

画担当大臣の決意はどのようなものか。

・妊婦健康診査の公費負担回数は全国平均で 2.8 回に過ぎ

ない。公費負担回数を増やしていくために、厚生労働省

はどのような手だてを講じていく考えか。

・業者婦人に対する経済産業省のこれまでの支援施策はど

のようなものであったか。また、家族従業者の実態調査

を行う必要があるのではないか。

国会所管

篠 田 陽 介君（自民）

・「衆議院改革に関する調査会答申」（平成 13 年 11 月）以

後の衆議院における改革の経緯及び改革についての議論

にどのように答申が反映されたかについて伺いたい。

・衆議院が施行予定の情報公開制度において非開示とされ

る文書とは具体的にどのようなものか、また、その判断

基準について伺いたい。

・参議院清水谷宿舎について、建替えではなく移築とした

理由は何か。また、その跡地の再開発に関する具体的計

画について承知しているのか。



【第２分科会】

・

・

・

・

（総務省所管）

・増田総務大臣及び政府参考人並びに参考人に対し質疑を行いました。

（参考人）日本郵政株式会社常務執行役 伊 東 敏 朗君
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（質疑者及び主な質疑内容）

総務省所管

赤 松 正 雄君（公明）

現在参議院の比例区のみに認められている政見放送の字

幕、手話放送をすべての選挙に義務付けた場合にどのよ

うな課題があるのか。

現在公職選挙法で禁止されている立会演説会における要

約筆記のスクリーン上映を認める必要性があるのでは

ないか。

中途難聴者等から現在公職選挙法で禁止されているＦＡ

Ｘ、メール等による選挙運動を認めてもらいたいとの要

望があるが、どのように考えるか。

飯 島 夕 雁君（自民）

・今回創設された地方再生対策費は、厳しい財政状況を余

儀なくされている地方公共団体にとっては大きな期待

につながるものであるが、その算定については、実際の

算定額が、総務省が示した試算よりかなり減額されてい

る団体があるという。数値の提示の仕方に問題があるの

ではないか。

地方の自治体病院の現状は、ほとんどが不採算であるが、

民間病院が進出しない地域では、自治体病院のみが地域

住民の医療を支えている。総務省はこのような自治体病

院の現状に対し、どのような支援を行っているのか。

遠 藤 宣 彦君（自民）

・消防団員の処遇改善、減少歯止め策や新たな役割を与え

ることについて今後の見通しと見解を伺う。

・特定郵便局長の名誉、権限、待遇は民営化の前後でどの

ように変化したか。

・メディアの適正化の在り方についての増田総務大臣の見

解を伺いたい。

佐々木 憲 昭君（共産）

・現在、消防広域化推進計画を定めている都道府県はいく

つあるか。

・広域化することにより、消火活動に着手するまでの時間

が長くなるのではないか。

・広域化よりも、財政力の弱い自治体に対する財政支援を

行うべきではないか。

福 田 峰 之君（自民）

・住民にとっては一定の医療水準が確保されれば良い現状

において、公立病院が公立である必要性はどこにあるの

か。

・一般診療において、必要性が高い不採算部門と必要性が

低い不採算部門があると思うが、公立病院の中でこれを

区分けできているのか。

・地方公営企業改革の行き着くところは人件費の圧縮であ

るが、現実には、職員の処遇についてなかなか良い方策

がないが、大臣としてこの問題にどのように取り組むの

か。



【第３分科会】
（法務省、外務省及び財務省所管）

・鳩山法務大臣、小野寺外務副大臣及び政府参考人に対し質疑を行いました。
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（質疑者及び主な質疑内容）

法務省所管

山 内 康 一君（自民）

・難民認定に要する時間が、米国は平均半年ほどといわれ

ているのに対し、我が国は平均２年かかっているという

現状について鳩山法務大臣はどのように考えるか。

・難民申請中の就労が認められていない点について、認定

までに平均２年かかる現状においては就労を許可する

か経済的支援を行う必要があると思うがどうか。

・ＯＤＡについて、国際機関等を通じた拠出に対してきち

んとした成果の検証がなされていない印象があるが、現

在どのような体制で検証が行われているのか。

越 智 隆 雄君（自民）

・現在のオウム真理教（アーレフ）の活動状況に照らし、

テロリスト集団としての危険性について、鳩山法務大臣

の所見を伺いたい。また、オウム真理教に対する団体規

制についての追加的な措置をすべきではないか。



【第４分科会】
（文部科学省所管）

・渡海文部科学大臣、松浪文部科学副大臣及び政府参考人に対し質疑を行いました。
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（質疑者及び主な質疑内容）

文部科学省所管

伊 藤 忠 彦君（自民）

・海外にある日本人学校では、外国人の児童生徒をどの程

度受け入れているのか、また、受入れを拡充していく必

要があると思うが、渡海文部科学大臣の決意を伺いたい。

・中東諸国に対し、日本式学校の設置などにおいて、教育

協力を行うことについて、文部科学省はどう考えるか。

田 端 正 広君（公明）

・開発事業を行うに当たり、重要文化財に指定される可能

性のある歴史的建造物については、予備的保護を行う必

要があると思うが、文化庁はどう考えるか。

・国宝や重要文化財に指定されている建造物の耐震補強に

ついては、財政的支援等、政府として対策を講じる必要

があると思うが、渡海文部科学大臣の見解を伺いたい。

丹 羽 秀 樹君（自民）

・食事への感謝不足、食料生産の知識不足等への対応とし

て、食に関する知識等を総合的に身に付けるために進め

られている食育について、文部科学省はどのように取り

組んでいるか。

・全国学力・学習状況調査に愛知県犬山市が参加していな

いことに対して、文部科学省はどのように対応している

のか。

・教育再生会議の後継組織として設置された政府の教育再

生懇談会が検討するとしている子ども庁創設などの事項

について、渡海文部科学大臣の見解を伺いたい。

赤 池 誠 章君（自民）

・全国学力・学習状況調査の調査結果を各教育委員会や学

校がどの程度活用しているのか、文部科学省が調査する

必要があるのではないか。

・公共の精神など、改正教育基本法に規定された教育理念

が学習指導要領改訂案には必ずしも反映されていないと

いう印象をうけるが、文部科学省はどう考えるか。

・専修学校の教育制度の改善・充実等のために設置された

文部科学省の「専修学校の振興に関する検討会議」にお

ける審議状況はどうなっているか。

井 脇 ノブ子君（自民）

・道徳教育を教科化した場合の問題点とは、具体的にどの

ようなものがあるのか伺いたい。

・学習指導要領の改訂に当たって、体験活動や環境教育を

充実させるための具体的な施策について、渡海文部科学

大臣の見解を伺いたい。

・昨年行われた全国学力・学習状況調査の結果について、

文部科学省はどのように評価するのか、また、調査結果

を検証・分析して具体的にどのようなことが明らかにな

ったのか。

亀 岡 偉 民君（自民）

・都道府県教育委員会と市町村教育委員会との間では、情

報の共有が足りないのではないかと考えるが、渡海文部

科学大臣の見解を伺いたい。

・スポーツ指導者の質の向上のために文部科学大臣の認定

制度などを復活すべきではないかと考えるが、渡海文部

科学大臣の見解を伺いたい。

・改正教育基本法に規定された内容は学校現場に伝えられ

ていると思うが、改正の背景も伝える必要があるのでは

ないか。



【第５分科会】
（厚生労働省所管）

・舛添厚生労働大臣及び政府参考人に対し質疑を行いました。
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（質疑者及び主な質疑内容）

厚生労働省所管

谷 口 和 史君（公明）

・母子家庭に比べ手薄になっている父子家庭について、児

童扶養手当を支給することの検討や子育て・生活支援策

の具体的内容の周知を図っていくべきと考えるが、政府

の見解を伺いたい。

・後期高齢者医療制度により新たに保険料を支払うことと

なる高齢者の負担に配慮し保険料軽減措置の内容や具体

的な保険料額を分かりやすく示すなど制度に対する理解

と周知を図っていく必要があるのではないか。

・児童養護施設の入所児童に対し、退所後に自立して生活

していくための支援や、塾講師の派遣等を通じた教育支

援の充実や、退所後の生活機能に着目した自立支援策を

講じていく必要があるのではないか。

清 水 鴻一郎君（自民）

・崩壊の危機にある医療制度を中心にした社会保障分野で

の歳出削減は継続すべきでないと考えるが、舛添厚生労

働大臣の認識を伺いたい。

・医療型療養病床の削減に向けた目標数を数値で示すこと

によって都道府県が萎縮して必要な病床数が確保されな

くなってしまうのではないか。

・寝たきりの最大の原因となっている脳卒中については、

脳外科医の育成、臨床研修段階での疾患の見極め能力の

習得等を含め、国の挙げての対策に取り組むべきではな

いか。

石 井 郁 子君（共産）

・公立保育所の耐震化の状況について、厚生労働省はその

実情を把握する必要があるのではないか。

・業務の遂行において専門的な知識が求められる保育士の

雇用に非正規雇用が増えている現状に対して舛添厚生労

働大臣はどのような見解を持っているのか。

坂 井 学君（自民）

・歯科医療に係る神奈川県社会保険診療報酬支払基金の審

査査定率が他の都道府県より突出して高く、その原因が

神奈川県独自の算定ルールの解釈であるという指摘に対

して厚生労働省はどのように考えているのか。また、神

奈川県の審査査定率が他の都道府県と大きく相違しない

ように厚生労働省は指導をするべきではないのか。

桝 屋 敬 悟君（公明）

・生活保護の医療扶助の適用基準は国民健康保険の例によ

ることとされているが、主治医が必要と判断した治療な

ど必要性のあるものについては適用を認めるべきではな

いか。

・心身障害者扶養共済制度は受給者が申請しないと支給さ

れないため、申請せずに３年を過ぎた分の年金を受け取

れなくなるケースが発生しており、制度の改善を検討す

べきではないか。

冨 岡 勉君（自民）

・新型インフルエンザなど、新種のウイルスが発生した場

合の病原体等の類型区分については、一種又は二種とし

て取り扱うべきではないか。

・被爆体験者の取扱いについては、今後、訴訟における司

法の判断も踏まえ、政策の見直しを検討していくべきで

はないか。

赤 羽 一 嘉君（公明）

・神戸市の飛地となっている生野高原住宅団地の水道問題

の現状と今後の対応について、厚生労働大臣はどのよう

に考えているのか。

・被災者生活再建支援法の改正に伴い、災害救助法等の災

害関連法制を整合性のとれたものに見直すための検討会

を設置すべきではないか。



【第６分科会】

・

・

・

（農林水産省及び環境省所管）

・若林農林水産大臣、鴨下環境大臣、今村農林水産副大臣及び政府参考人に対し質疑を行いました。
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（質疑者及び主な質疑内容）

農林水産省所管

西 本 勝 子君（自民）

京都議定書における森林吸収源の対象となる森林の定義

はどのようなものか。

・「森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置法案」に

おいて、特定間伐等の実施主体としてどのような者を想

定しているのか。

・即戦力としての林業従事者を短期で養成するため、訓練

事業を実施すべきではないか。

平 口 洋君（自民）

・団塊の世代を農業分野で活用すべきと考えるが、農林水

産大臣はどのように考えるのか。また、退職後の団塊の

世代向けの就農支援策にはどのようなものがあるのか。

イノシシによる農産物被害状況及びその防止策はどのよ

うになっているのか。鳥獣被害防止特措法の実効性を確

保するため、どのような取組を行う方針か。

・イノシシの肉を有効利用するため、食肉として流通する

場合、食品衛生法上どのような問題点があるのか。

赤 松 正 雄君（公明）

・「美しい森林」のイメージについて、農林水産大臣はど

のように考えているのか。

・平成 20 年度予算で講ずる「花粉発生源対策プロジェク

ト」は、スギ、ヒノキを植林してきた「拡大造林政策」

の二の舞となるため、広葉樹林化を進めるべきとの意見

に対して、農林水産大臣はどのように考えているのか。

・中小食品企業の経営基盤強化の観点から、小売市場連合

会に見られる共同仕入活動を推進する必要があるので

はないか。

井 上 義 久君（公明）

・農山漁村の活性化の観点から、過疎集落対策について農

林水産大臣がリーダーシップを発揮すべきと考えるが、

どのように考えているのか。

・農商工連携による地域経済の活性化について、具体的に

どのように推進していくのか。

船外機用に使用されるガソリンに係る揮発油税を免税す

べきとの意見に対して、農林水産大臣はどのように考え

ているのか。

杉 田 元 司君（自民）

・鳥獣被害防止特措法による財政措置はどのようなものか。

・京都議定書における森林吸収目標の達成に向け、森林・

林業施策の推進について、農林水産大臣としてどのよう

な決意で取り組むのか。

・集落機能が低下した「限界集落」に対する農林水産省と

しての現状認識とその支援策について、どのように考え

ているのか。

古 屋 範 子君（公明）

・野生鳥獣による農作物被害の現状と被害の要因について

どのように考えているのか。

・鳥獣被害防止特措法と鳥獣保護法との整合性をどのよう

に図っていくのか。

・人間と野生動物が共生できるように森林を整備すべきと

の意見に対して、農林水産大臣はどのように考えている

のか。

環境省所管

上 野 賢一郎君（自民）

・犬の多頭飼育に関してトラブル等の発生状況及び動物愛

護管理法による規制の内容はどうなっているのか。

・犬の多頭飼育に関して自治体の条例の制定状況等も踏ま

え、何らかの法規制を検討する必要があるのではないか。

・琵琶湖の水質の現状に対する環境省の評価と調査研究の

内容はどうなっているのか。

盛 山 正 仁君（自民）

・我が国で今年開催されるＧ８環境大臣会合や北海道洞爺

湖サミットにおいてリーダーシップを発揮すべく政府

は具体的にどのように取り組んでいく考えか。

・政府や産業界が国内排出量取引制度の検討に前向きにな

ってきた現状に対してどのように考えているか。

・今年３月に閣議決定予定の新しい京都議定書目標達成計

画のための予算措置を十分に講じ、目標達成に向けて取

り組む必要があるのではないか。



【第７分科会】
（経済産業省所管）

・甘利経済産業大臣、山本経済産業大臣政務官及び政府参考人に対し質疑を行いました。
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（質疑者及び主な質疑内容）

経済産業省所管

安 井 潤一郎君（自民）

・商店街における生鮮食品小売業の活性化のためのモデル事業

構築について、経済産業省及び農林水産省はどう考えるか。

また、環境活動や障害者自立支援に積極的に取り組む農産品

のアンテナショップ事業等に対し、どのような支援を行うの

か。

・商店街の空き店舗対策において、閉店しながら空き店舗の賃

貸に応じない家主に対し、どのような方策が考えられるか。

平 将 明君（自民）

・グレーゾーン金利の廃止に伴い、中小企業の資金繰りの急激

な悪化が懸念されるが、その緩和のためのセーフティネット

を早急に整備する必要があるのではないか。

・農商工連携を成功に導く重要な方策として高付加価値農産物

の輸出が挙げられるが、その集積地であり羽田空港の至近に

位置する大田市場の活用について、甘利経済産業大臣の認識

を伺いたい。



【第８分科会】

・

（国土交通省所管）

・冬柴国土交通大臣、平井国土交通副大臣、二之湯総務大臣政務官、金子国土交通大臣政務官及び政府参考人並びに

参考人に対し質疑を行いました。

（参考人）独立行政法人都市再生機構理事 尾 見 博 武君
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（質疑者及び主な質疑内容）

国土交通省所管

藤 田 幹 雄君（自民）

・暫定税率が廃止された場合に、湾岸船橋インターチェン

ジ及び国道 357 号若松交差点の整備にどのような影響が

あるか。

・都市型農業を巡る環境が悪化しているが、市街化区域に

おける農業振興に対する大臣の見解を伺いたい。

中 根 一 幸君（自民）

・暫定税率が廃止された場合に、地方行政及び国民生活に

どのような影響があるか。

・圏央道の整備状況はどの程度か。暫定税率が廃止された

場合に、圏央道の整備にどのような影響があるのか。

・上尾道路の早期開通をお願いしたい。

井 澤 京 子君（自民）

地方自治法施行 60 周年記念貨幣のデザイン及び発行時期

について、京都府との協議の見通しはどのようになって

いるか。記念貨幣及び記念切手の発行が広く認知される

よう広報を行うべきではないか。

・京都府宇治川右岸で発掘された太閤堤は、どのような歴

史的重要性を有しているのか。地方財政が厳しい中、史

跡指定された場合にはどのような補助制度があり、市の

負担はどの程度になるのか。

大 口 善 徳君（公明）

・慢性的な渋滞の解消や、高速道路ネットワークへの直結

を図るための静岡市の道路整備について、大臣の見解を

伺いたい。

・歴史的土木遺産であり、築 85 年の安倍川橋は、重要なイ

ンフラであるため、長寿命化対策を早急に講じる必要が

あるのではないか。

松 本 洋 平君（自民）

・都市再生機構（ＵＲ）の賃貸住宅における高齢化、低所

得者の増加等に対し住民が将来に不安を持っているが、

国土交通省として都市再生機構の賃貸住宅について現状

をどのように認識し、また、今度どのように取り組んで

いくのか。

・都市農地は都市部における環境、防災等に対しても大き

な役割を果たしているが、国土交通省として、都市農業

及び都市農地についてどのような見解を持っているか。

赤 澤 亮 正君（自民）

・地域活性化のために観光振興は重要であるが、今国会に

提出されている「観光圏の整備による観光旅客の来訪及

び滞在の促進に関する法律案」の制定により地域経済は

どのように活性化するのか。

・アジアのダイナミズムを取り込むため、国際物流におけ

る我が国の発展に寄与する社会資本整備の在り方につい

てどのように考えるか。

木 原 誠 二君（自民）

・年収 200 万円以下の人が 1,000 万人以上に上り、また、

これから団塊世代が年金生活に入る中で、今後の住宅政

策において公的住宅の果たす役割及び都市再生機構のこ

れからの役割は何か。

・これまでのスーパー中枢港湾等に対する取組と国際競争

力強化という観点から今後どのように取り組んでいくの

か。

石 井 啓 一君（公明）

・茨城空港（百里飛行場）を平成 21 年度内に確実に供用開

始できるようにしていただきたい。

・利根川の桜づつみモデル事業について、実施済みの境大

橋までの区間より上流部への延長をお願いしたい。

・圏央道の料金が高速道路料金に比べて高いことから、圏

央道の料金を低減するように見直すべきではないか。

塩 川 鉄 也君（共産）

・霞ヶ浦導水事業の実施に当たって、取水口の工事着工前

にアユの生態調査を行うべきではないか。

・霞ヶ浦導水事業に関する平成 17 年度及び 18 年度の総契

約件数、総契約金額はどうなっているか。国土交通省職

員ＯＢ在籍企業の占める割合が大きいことから、国土交



本委員会ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。

質疑の正確かつ詳細な内容については会議録を御参照ください。
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通省職員ＯＢの仕事の確保のために事業が止められない

のではないか。

近 藤 三津枝君（自民）

・大規模災害対策としての関西圏の基幹的広域防災拠点整

備は、司令塔機能の整備を含め、どのようなスケジュー

ルになっているのか。

・日本海側の港湾の国家的整備戦略を、国土形成計画の広

域地方計画の中で、どのように立案しようとしているの

か。近畿圏の舞鶴港及び敦賀港の機能向上に向けた整備

方針を伺いたい。

上 田 勇君（公明）

・あかずの踏切解消の目標及び今後の施策はどのようにな

っているのか。相模鉄道線の連続立体交差事業の進捗状

況はどのようになっているのか。

・都市再生機構（ＵＲ）賃貸住宅の再生・再編に当たり、

居住の安定に最大限配慮して、建て替え及び整備を着実

に実施することが必要ではないか。


